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歳入歳出決算の総額歳入歳出決算の総額
【一般会計】
　最終予算額は、歳入歳出それぞれ
101億3,509万 6 千円です。これに対
し、歳入決算額は100億629万 3 千円
で収入率は98.7㌫、歳出決算額は95
億2,800万 9 千円で執行率は94.0㌫、
翌年度へ繰越される額は、4億7,828
万 4 千円となりました。

【特別会計】
《国民健康保険特別会計》
　最終予算額は、歳入歳出それぞれ
36億8,783万 9 千円です。
　これに対し、歳入決算額は36億4,765
万 1 千円で、収入率98.9㌫、歳出決
算額は34億8,080万円で執行率94.4㌫、
翌年度へ繰越される額は、1億6,685
万 1 千円となりました。
《後期高齢者医療特別会計》
　最終予算額は、歳入歳出それぞれ
6億8,431万 8 千円です。
　これに対し、歳入決算額は6億4,894
万円で、収入率94.8㌫、歳出決算額
は6億1,072万 1千円で執行率89.2㌫、
翌年度へ繰越される額は、3,821万
9 千円となりました。
《老人保健医療特別会計》
　最終予算額は、歳入歳出それぞれ

3,465万 4 千円です。
　これに対し、歳入決算額は3,884
万 7 千円で、収入率112.1㌫、歳出
決算額は2,135万 5千円で執行率61.6㌫、
翌年度へ繰越される額は、1,749万
2 千円となりました。
《介護保険特別会計》
　最終予算額は、歳入歳出それぞれ
22億8,299万 8 千円です。これに対
し、歳入決算額は21億6,191万 4 千
円で、収入率94.7㌫、歳出決算額は

21億2,706万 9 千円で執行率93.2㌫、
翌年度へ繰越される額は、3,484万
5 千円となりました。
《下水道事業特別会計》
　最終予算額は、歳入歳出それぞれ
17億8,015万 5 千円です。これに対
し、歳入決算額は17億7,363万 3 千
円で、収入率99.6㌫、歳出決算額は
17億2,415万 4 千円で執行率96.9㌫、
翌年度へ繰越される額は、4,947万
9 千円となりました。

平成21年度決算の概要
（単位：千円）

会 計 名 歳入決算額
（Ａ）

歳出決算額
（Ｂ）

差引額
（Ａ－Ｂ）

一 般 会 計 10,006,293 9,528,009 478,284

特別会計

国民健康保険 3,647,651 3,480,800 166,851

後期高齢者医療 648,940 610,721 38,219

老人保健医療 38,847 21,355 17,492

介 護 保 険 2,161,914 2,127,069 34,845

下 水 道 事 業 1,773,633 1,724,154 49,479

小 計 8,270,985 7,964,099 306,886

合 計 18,277,278 17,492,108 785,170

一 般 会 計一 般 会 計
歳　入
　歳入決算額は、100億629万 3 千円
で前年度対比7.3㌫、 6億8,484万 2
千円の増となりました。
　町税は、59億5,599万 2 千円で、
前年度対比マイナス3.4㌫、 2億819
万 5 千円の減となりました。これは、
景気後退の影響により個人町民税が
減となったこと等によるものです。

　地方譲与税は前年度対比マイナス
6.0㌫、利子割交付金は前年度対比
マイナス16.1㌫、配当割交付金は前
年度対比マイナス19.9㌫と、景気後
退の影響を受け減収となりました。
　地方交付税は、前年度対比11.2㌫、
508万 6 千円の増となりました。こ
れは、普通交付税の交付団体となっ
たためです。
　繰入金は、 4 億8,010万 7 千円で
前年度対比マイナス15.9㌫、9,085

万 9 千円の減となりました。これは
財政調整基金繰入金や公共公益施設
整備基金繰入金が減となったことに
よるものです。
　国庫支出金は、11億1,619万円で
前年度対比240.4㌫、 7億8,830万 4
千円の増となりました。これは、定
額給付金給付事業費補助金、国の補
正予算による臨時交付金が交付され
たことによるものです。

問合せ　財政課　☎内線321、322
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歳　出
　歳出決算額は、95億2,800万 9 千
円で前年度対比8.9㌫、 7億8,215万
3 千円の増となりました。
　総務費は、定額給付金の支給によ
り前年度対比57.2㌫、 8 億1,096万
8 千円の増、また商工費はプレミア
ム商品券発行事業補助金及び緊急雇
用創出事業費により前年度対比71.3
㌫、5,254万 7 千円の増となりました。
　衛生費は、塵

じん

芥
かい

処理費が減少した
ことにより前年度対比マイナス7.5㌫、
1 億1,112万 6 千円の減、また土木
費は道路新設改良費及び下水道事業
特別会計繰出金の減によりマイナス
9.8㌫、 1億3,336万 9 千円の減とな
りました。

▼歳入（財源区分別）

▼歳出（性質別）

町債の状況（一般会計）

▼歳出（目的別）

▼町税の内訳

（ 1）目的別内訳

59億5599万2千円59億5599万2千円
61億6418万7千円61億6418万7千円

繰 越 金

（億円）

町　　　　税

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

諸 収 入

分担金及び
負 担 金

使用料及び
手 数 料

自
　
主
　
財
　
源

6283万4千円
5704万9千円

1億7726万5千円
1億7777万8千円

493万9千円
1276万1千円

10万6千円
206万4千円

4億8010万7千円
5億7096万6千円

5億7559万5千円
5億725万3千円

9581万8千円
8355万3千円

0 5 60
7283万9千円
7751万7千円

2449万2千円
2918万4千円

1102万2千円
1376万7千円

541万3千円
510万2千円

2億2725万6千円
2億1509万4千円

2298万9千円
2238万6千円

4253万9千円
6338万1千円

7648万5千円
8477万3千円

5053万6千円
4545万円

528万4千円
524万9千円

11億1619万円11億1619万円
3億2788万6千円

5億7289万4千円
4億9547万3千円

4億2569万8千円
3億6057万8千円

地方譲与税

 利子割交付金

 配当割交付金

株式等譲渡所
得割交付金

地方消費税
交 付 金

ゴルフ場利用
税 交 付 金

自動車取得
税 交 付 金

 地 方 特 例
交 付 金

 地方交付税

交通安全対策
特別交付金

国庫支出金

 県 支 出 金

 町　　　　債

依
　
存
　
財
　
源

（億円）
0 5 10

31億471万3千円31億471万3千円
32億6921万5千円32億6921万5千円

21億8727万3千円
22億1779万6千円

2711万円
2599万円

1億1845万6千円
1億2958万4千円

5億1844万円
5億2160万2千円

町　民　税

町たばこ税

都市計画税

固定資産税

軽自動車税

平成21年度決算額
平成20年度決算額

（億円）
0 10 20 30 40

28億2911万2千円28億2911万2千円

3600万円

9億2805万1千円

6億8456万3千円

631万1千円

5億7918万9千円

4億4811万1千円

0円

500万円

14億9367万5千円14億9367万5千円

7億7776万9千円

17億4022万8千円17億4022万8千円

27億8141万5千円27億8141万5千円

5445万7千円

4億2442万6千円

6億1793万6千円

0円

5億8641万9千円

1億6176万9千円

130万円

500万円

15億5086万1千円15億5086万1千円

7億3805万4千円

18億2421万9千円18億2421万9千円

人件費

 物件費

維持補修費

 扶助費

 補助費等

普通建設
事業費

 災害復旧
事業費

公債費

 積立金

 投資及び
出資金

 貸付金

 繰出金

消
費
的
経
費

そ
の
他

投
資
的

経
　
費

（億円）
1100 22 33 44 55 66 77 1111 1616 1717 1818 2020 30301010 1515

72万4千円

1億8233万8千円1億8233万8千円

22億2944万6千円22億2944万6千円

21億6043万6千円21億6043万6千円

13億7669万2千円

4406万5千円

1億2623万6千円

12億2346万9千円

5億9174万円

10億736万3千円

631万1千円

5億7918万9千円

173万4千円

1億9126万3千円1億9126万3千円

14億1847万8千円14億1847万8千円

21億1212万8千円21億1212万8千円

14億8781万8千円

4530万5千円

7368万9千円

13億5683万8千円

5億5070万2千円

9億2148万2千円

0円

5億8641万9千円

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水
産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復
旧 　 費

公 債 費

諸支出金

（億円）
0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24

0 1 2 3 4 5

総 務 債

民 生 債

衛 生 債

農林水産業債

土 木 債

商 工 債

（億円）
0 1 2 3 4 5 9 10 30

消 防 債

教 育 債

減税補てん債

臨時税収
補てん債
臨時財政
対 策 債

（億円）

4億247万4千円

3億9503万5千円

9億3144万4千円

4633万7千円

28億5399万4千円

9600万6千円

3億8822万6千円

9737万7千円

7472万2千円

1680万円

3億4561万8千円

地方公共団体
金融機構　　

2億8912万2千円

神奈川県
8722万1千円

県市町村振興協会
4億9995万3千円

合　　計
56億

4803万3千円
財務省
29億
8930万
1千円

（旧）郵政公社
13億364万円
（旧）郵政公社
13億364万円

市中銀行等
4億7879万6千円

（ 2）借入先別内訳
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特 別 会 計
歳　入　　　　　（単位：千円） 歳　出　　　　　（単位：千円）

国
民
健
康
保
険

後
期
高
齢
者
医
療

老
人
保
健
医
療

介　

護　

保　

険

下
水
道
事
業

区　　　分 平成21年度
決算額

平成20年度
決算額

比　　　較
増　減 伸率（㌫）

国民健康保険料 1,088,489 1,045,507 42,982 4.1
使用料及び手数料 6 7 △1 △14.3
国 庫 支 出 金 638,288 630,281 8,007 1.3
療養給付費等交付金 181,892 220,779 △38,887 △17.6
前期高齢者交付金 779,665 675,740 103,925 15.4
県 支 出 金 137,953 131,193 6,760 5.2
共同事業交付金 293,915 279,558 14,357 5.1
財 産 収 入 98 312 △214 △68.6
繰 入 金 338,349 283,439 54,910 19.4
繰 越 金 183,319 160,727 22,592 14.1
諸 収 入 5,677 4,711 966 20.5
合 計 3,647,651 3,432,254 215,397 6.3

後期高齢者医療保険料 377,581 372,332 5,249 1.4
使用料及び手数料 2 0 2 皆増
繰 入 金 259,677 236,942 22,735 9.6
繰 越 金 11,028 0 11,028 皆増
諸 収 入 652 36 616 1,711.1
合 計 648,940 609,310 39,630 6.5

支払基金交付金 643 138,112 △137,469 △99.5
国 庫 支 出 金 10,342 92,662 △82,320 △88.8
県 支 出 金 0 20,979 △20,979 皆減
繰 入 金 0 16,855 △16,855 皆減
繰 越 金 27,226 2,277 24,949 1,095.7
諸 収 入 636 188 448 238.3
合 計 38,847 271,073 △232,226 △85.7

介 護 保 険 料 469,550 441,625 27,925 6.3
使用料及び手数料 9,770 10,178 △408 △4.0
国 庫 支 出 金 399,957 418,840 △18,883 △4.5
支払基金交付金 589,466 601,321 △11,855 △2.0
県 支 出 金 302,000 300,787 1,213 0.4
財 産 収 入 59 61 △2 △3.3
繰 入 金 321,688 300,760 20,928 7.0
繰 越 金 69,323 51,882 17,441 33.6
諸 収 入 101 614 △513 △83.6
合 計 2,161,914 2,126,068 35,846 1.7

使用料及び手数料 204,819 196,595 8,224 4.2
国 庫 支 出 金 419,820 130,380 289,440 222.0
県 支 出 金 19,649 7,129 12,520 175.6
繰 入 金 723,096 776,700 △53,604 △6.9
繰 越 金 67,840 61,264 6,576 10.7
諸 収 入 9 7,439 △7,430 △99.9
町 債 338,400 111,000 227,400 204.9
合 計 1,773,633 1,290,507 483,126 37.4

区　　　分 平成21年度
決算額

平成20年度
決算額

比　　　較
増　減 伸率（㌫）

総 務 費 58,205 63,940 △5,735 △9.0

保 険 給 付 費 2,229,925 2,128,965 100,960 4.7

後期高齢者支援金等 453,150 402,820 50,330 12.5

前期高齢者納付金等 1,288 542 746 137.6

老人保健拠出金 71,264 110,235 △38,971 △35.4

介 護 納 付 金 175,255 182,740 △7,485 △4.1

共同事業拠出金 316,529 288,307 28,222 9.8

保 健 事 業 費 19,956 18,822 1,134 6.0

基 金 積 立 金 140,098 40,312 99,786 247.5

諸 支 出 金 15,130 12,252 2,878 23.5

合 計 3,480,800 3,248,935 231,865 7.1

総 務 費 13,583 13,229 354 2.7

後期高齢者医療
広域連合納付金 596,673 585,053 11,620 2.0

諸 支 出 金 465 0 465 皆増

合 計 610,721 598,282 12,439 2.1

総 務 費 0 54 △54 皆減

医 療 諸 費 1,346 238,868 △237,522 △99.4

諸 支 出 金 20,009 4,925 15,084 306.3

合 計 21,355 243,847 △222,492 △91.2

総 務 費 62,331 58,561 3,770 6.4

保 険 給 付 費 1,963,574 1,889,069 74,505 3.9

地域支援事業費 41,108 42,438 △1,330 △3.1

基 金 積 立 金 43,059 61,791 △18,732 △30.3

諸 支 出 金 16,997 4,886 12,111 247.9

合 計 2,127,069 2,056,745 70,324 3.4

総 務 費 244,427 237,871 6,556 2.8

事 業 費 816,406 307,560 508,846 165.4

公 債 費 663,321 677,236 △13,915 △2.1

合 計 1,724,154 1,222,667 501,487 41.0
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財政健全化指標の状況 町債の状況（下水道事業特別会計）
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に
基づき、平成21年度決算に基づく財政の健全性
を示す四つの指標　（健全化判断比率）と公営
企業の経営状況を明らかにする指標（資金不足
比率）を公表します。
　各指標が基準を超えた場合には、財政の早期
健全化や再生等を図る計画の策定が義務付けら
れます。
　葉山町の平成21年度決算に基づく各指標の算
定結果は、いずれも基準を下回っています。

（旧）郵政公社
 7億6990万円

地方公共団体金融機構
14億2424万4千円

合　　計
98億

854万6千円

　財務省
75億4775万5千円

神奈川県
6664万7千円

1 　健全化判断比率
区　　　分 説　　　明 21　年　度 20　年　度 増減

実 質 赤 字 比 率
　各年度の経営状況を示す指標で一般会計の実質的な赤字額が
「標準的な状態で見込まれる一般財源（※）」の規模に占める比
率を表します。
※　税収や普通交付税など使途が特定されない財源

－
（赤字になって
いない）
（14.24）

－
（赤字になって
いない）
（14.21）

－

連結実質赤字比率
　各年度の経営状況を示す指標で一般会計・特別会計の全てを
あわせた実質的な赤字額が「標準的な状態で見込まれる一般財
源」の規模に占める比率を表します。

－
（赤字になって
いない）
（19.24）

－
（赤字になって
いない）
（19.21）

－

実質公債費比率
　各自治体の公債費（一般会計や下水道特別会計の地方債の元
利償還金など）による財政負担の度合いを判断する指標で、 3
か年の平均で示されます。

1.6
（25.00）

2.1
（25.00） △0.5

将 来 負 担 比 率

　各自治体が将来に支出しなければならない財政負担（地方債
の現在高や退職手当の負担見込額など）が、標準的な状態で見
込まれる一般財源の規模の何倍にあたるかを示す指標です。単
年度にとどまらず、中・長期的な視点での財政状況をあらわし
ており、将来に財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標とい
えます。

－
（算定されない）
（350.00）

4.7
（350.00） 皆減

標準的な状態で見込まれる一般財源 6,467,915千円 6,550,222千円

（　）内は早期健全化基準
早期健全化基準： 自治体の自主的な改善努力による財政健全化を図るため 1つでも基準以上となった場合、財政健全化計画を

議会の議決を経て策定し、公表するとともに都道府県知事に報告する。

2 　資金不足比率
区　　　分 説　　　明 21　年　度 20　年　度 増減

下 水 道 事 業
特 別 会 計

　下水道事業特別会計の各年度の経営状況を示す指標で、下水
道事業の資金不足額が事業の規模（料金収入の規模）に占める
比率を表します。

－
（ 資 金 不 足 に
なっていない）
（20.00）

－
（ 資 金 不 足 に
なっていない）
（20.00）

－

事　業　規　模（料　金　収　入） 204,412千円 195,841千円

（　）内は経営健全化基準
経営健全化基準： 公営企業の自主的な改善努力による経営健全化を図るため、資金不足比率が基準以上となった場合、経営健

全化計画を議会の議決を経て策定し、公表するとともに都道府県知事に報告する。

借入先別内訳


